
Ｔ
Ｐ
Ｐ

tran
s p
acific p

artn
ersh
ip

①Ｐ４協定①Ｐ４協定　シンガポール、ニュージーランドシンガポール、ニュージーランド、、

チリ、ブルネイの４か国で発効している原協チリ、ブルネイの４か国で発効している原協定定

（環太平洋戦略的経済連携協定）は（環太平洋戦略的経済連携協定）は、、拡大交渉中拡大交渉中

のＴＰＰ協定と区別するためのＴＰＰ協定と区別するため、、Ｐ４協定と呼ばれＰ４協定と呼ばれ

ることがあるることがある。。

②ＥＰ②ＥＰＡＡ（経済連携協定（経済連携協定））　貿易自由化に加え貿易自由化に加え、、

投資、人の移動、知的財産の保護や競争政策に投資、人の移動、知的財産の保護や競争政策におお

けるルール作り、さまざまな分野での協力の要けるルール作り、さまざまな分野での協力の要素素

等を含む、幅広い経済関係の強化を目的とする等を含む、幅広い経済関係の強化を目的とする協協

定定。。

③ＦＴ③ＦＴＡＡ（自由貿易協定）（自由貿易協定）　特定の国や地域の特定の国や地域の間間

で、物品の関税やサービス貿易の障壁等を削減で、物品の関税やサービス貿易の障壁等を削減・・

撤廃することを目的とする協定撤廃することを目的とする協定。。

④日本の経済連携協定（ＥＰＡ・ＦＴＡ）の状④日本の経済連携協定（ＥＰＡ・ＦＴＡ）の状況況

２０１２年１１月現在、日本は１３の国と地域（シン　２０１２年１１月現在、日本は１３の国と地域（シンガガ

ポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、ポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、イイ

ンドネシア、ブルネイ、ＡＳＥＡＮ全体、フィンドネシア、ブルネイ、ＡＳＥＡＮ全体、フィリリ

ピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー）とピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー）とＥＥ

ＰＡを締結・発効しているＰＡを締結・発効している。。

⑤⑤ＷＴＯ（世界貿易機関ＷＴＯ（世界貿易機関））　自由貿易の促進のた自由貿易の促進のた

め創設されめ創設され、、貿貿易に関するさまざまな国際ルー易に関するさまざまな国際ルールル

を定めを定めるる機関。機関。世界１５９か国・地域が加盟。原世界１５９か国・地域が加盟。原則則

全ての加盟国・地域に同じ関税を適用全ての加盟国・地域に同じ関税を適用。。

の
目
的
も
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、
現
在
、
日
本
に
輸

入
さ
れ
て
い
る
コ
メ
に
は
１
キ

ロ
あ
た
り
３
４
１
円
（
関
税
率

７
７
８
％
）
と
い
う
比
較
的
高

い
関
税
が
課
せ
ら
れ
て
い
ま

す
。
価
格
が
安
く
安
定
し
た
生

産
量
を
誇
る
海
外
の
輸
入
品

に
、
高
い
関
税
を
か
け
て
値
段

を
高
く
す
る
こ
と
で
、
国
内
で

生
産
さ
れ
た
も
の
が
売
れ
な
く

な
る
の
を
防
い
で
い
ま
す
。

け
る
ル
ー
ル
を
統
一
化
し
「
貿

易
の
自
由
化
」「
経
済
的
な
国
境

を
な
く
す
こ
と
」
を
目
的
と
し

た
包
括
的
な
協
定
で
す
。

　関
税
と
は
？

　
関
税
は
、
国
境
を
越
え
て
取

り
引
き
さ
れ
る
商
品
に
課
せ
ら

れ
る
税
金
の
こ
と
で
す
。
ま
た

関
税
に
は
、
国
内
産
業
の
保
護

Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
は
？

　　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
正
式
名
称
は
「
環

太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定

（
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
協
定
）」
と
い
い
ま
す
。

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
太
平
洋
周
辺
の

国
々
の
間
で
、
物
品
の
流
通
に

か
か
る
関
税
を
な
く
す
こ
と
を

基
本
に
、
人
や
物
、
サ
ー
ビ
ス

な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に
お

ＴＰＰ　私たちの暮らしはどう変わる

２

　
安
部
首
相
は
、
３

安
部
首
相
は
、
３
月月
　
日
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済

日
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連連

１５１５

携
協
定
）
へ
の
交
渉
参
加
を
表
明
し
ま
し
た

携
協
定
）
へ
の
交
渉
参
加
を
表
明
し
ま
し
た
。。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
を
め
ぐ
っ
て
は
、
国
内
で
も
賛
否
両
論
が
あ

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
を
め
ぐ
っ
て
は
、
国
内
で
も
賛
否
両
論
が
あ
りり

ま
す
。
今
月
号
で
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
は
何
か
、
新
ひ
だ
か
町
の
産
業

ま
す
。
今
月
号
で
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
は
何
か
、
新
ひ
だ
か
町
の
産
業
へへ

の
影
響
は
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
は
ど
う
変
わ
る
の
か
、
今
一
度
、

の
影
響
は
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
は
ど
う
変
わ
る
の
か
、
今
一
度
、
皆皆

さ
ん
と
一
緒
に
考
え
た
い
と
思
い
ま
す

さ
ん
と
一
緒
に
考
え
た
い
と
思
い
ま
す
。。

私たちの暮らしは
どう変わる　

　
  用
語
の
説
明
 ①
～
⑧
 

ＴＰＰ　私たちの暮らしはどう変わる

３

参
加
国
は
？

　
元
々
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
2
0
0
5

年
６
月
３
日
に
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
チ

リ
、
ブ
ル
ネ
イ
の
４
カ
国
間
で

調
印
し
、
２
０
０
６
年
５
月
　２８

日
に
発
効
し
た
経
済
連
携
協
定

（
通
称
 Ｐ
 ４
協
定
）
で
す
。　

①

　
そ
の
後
、
拡
大
交
渉
会
合
が

始
ま
り
、
２
０
１
０
年
に
ア
メ

リ
カ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ペ

ル
ー
、
ベ
ト
ナ
ム
、
マ
レ
ー
シ

ア
が
交
渉
に
参
加
し
、
さ
ら
に

２
０
１
２
年
に
は
、
メ
キ
シ
コ
、

カ
ナ
ダ
が
交
渉
に
参
加
し
て
い

ま
す
。

　
現
在
は
　
カ
国
で
、
物
品
の

１１

流
通
に
か
か
る
関
税
撤
廃
の
ほ

か
、
知
的
財
産
権
の
保
護
、
政

府
に
よ
る
公
共
事
業
の
発
注

ル
ー
ル
な
ど
、　

の
分
野
（
　

２１

２４

の
作
業
部
会
）
で
、
交
渉
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。

今
ま
で
の

貿
易
と
の
違
い
は
？

　
日
本
は
、
幅
広
い
経
済
関
係

の
強
化
を
目
指
し
て
、
さ
ま
ざ

ま
な
国
と
、 Ｅ
 Ｐ
Ａ
（
経
済
連

②

携
協
定
）
や
 Ｆ
 Ｔ
Ａ
（
自
由
貿

③

易
協
定
）
を
 締
 結
し
て
き
ま
し

④

た
。

　
Ｅ
Ｐ
Ａ
・
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ

の
違
い
の
一
つ
に
「
関
税
の
撤

廃
に
つ
い
て
」
が
あ
り
ま
す
。

　
Ｅ
Ｐ
Ａ
・
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、 W
 T

⑤

O
（
世
界
貿
易
機
関
）
の
規
定

で
「
実
質
上
す
べ
て
の
」
品
目

の
関
税
を
　
年
以
内
に
無
税

１０

（
ゼ
ロ
）
に
し
て
い
く
と
い
う
協

定
で
す
が
、「
実
質
上
す
べ
て

の
」
と
い
う
の
は
、
一
般
的
に

貿
易
額
の
　
％
以
上
と
い
う
解

９０

釈
に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
話
し
合
い
に
よ
っ
て
は
一

部
の
品
目
の
関
税
撤
廃
を
除
外

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
し
か

し
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
全
品
目
の
関
税

を
撤
廃
し
「
原
則
的
に
例
外
は

認
め
な
い
」
と
い
う
ル
ー
ル
が

あ
り
ま
す
。

　

ＴＰＰ既存のＥＰＡ・ＦＴＡ

猿太平洋周辺の国々で締結される協定
猿全品目の約８０％が即時関税撤廃、その他は原則１０年以内
　に関税撤廃

猿除外・例外は極めて限定的で、最終的には交渉次第
　※Ｐ４協定において自由化の除外はチリの砂糖・同調製品の一部、
　　 ブルネイの酒・タバコ（宗教的理由）、火器等の0.8％のみ

猿物品の貿易のほか、公共事業の入札、人の移動、サービ
　スなどさまざまな分野のルールを統一化

猿主に二国間で締結される協定

猿実質上すべての貿易（一般的に９０％以上と解釈）

　について、原則１０年以内に関税撤廃

猿１０％程度は除外・再協議等の例外的対応

猿ＥＰＡ・ＦＴＡとＴＰＰの特徴



ＴＰＰ　私たちの暮らしはどう変わる

４

Ｔ
Ｐ
Ｐ
の

メ
リ
ッ
ト
は
？

輸
入
品
が
安
く
な
り

輸
出
品
の
販
売
量
が
増
え
る

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
、
原

則
関
税
が
撤
廃
さ
れ
る
た
め
、

輸
入
品
が
安
く
買
え
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。
ま
た
、
日
本
か
ら

輸
出
す
る
場
合
は
、
海
外
で
安

く
商
品
を
販
売
で
き
る
た
め
、

輸
出
品
の
販
売
量
が
増
え
た

り
、
今
ま
で
関
税
が
高
く
輸
出

し
て
い
な
か
っ
た
商
品
も
輸
出

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

日
本
経
済
活
性
化
の
起
爆
剤

全
体
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
増
加

　　
政
府
は
、
品
目
や
分
野
に
よ

り
プ
ラ
ス
マ
イ
ナ
ス
は
あ
り
ま

す
が
、
全
体
で
実
質
 Ｇ
 Ｄ
Ｐ
が

⑥

３
．
２
兆
円
増
加
す
る
と
試
算

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
貿
易
の

自
由
化
に
よ
り
、
中
小
企
業
や

サ
ー
ビ
ス
業
が
海
外
に
進
出
し

や
す
く
な
り
、
経
済
の
活
性
化

が
期
待
で
き
ま
す
。

　Ｔ
Ｐ
Ｐ
の

デ
メ
リ
ッ
ト
は
？

国
内
農
業
が
大
打
撃

農
作
物
の
生
産
量
が
激
減

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
、
仮
に
農

畜
産
物
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た

と
す
る
と
、
食
料
輸
出
大
国
の

ア
メ
リ
カ
や
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

か
ら
、
安
い
農
畜
産
物
が
大
量

に
輸
入
さ
れ
、
国
産
品
と
価
格

競
争
を
す
る
こ
と
と
な
り
、
国

内
の
農
畜
産
業
は
大
き
な
打
撃

を
受
け
ま
す
。
日
本
は
、
ア
メ

リ
カ
や
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
比

べ
、
土
地
や
社
会
的
条
件
等
が

大
き
く
違
う
た
め
、
米
や
小
麦

な
ど
の
重
要
品
目
の
生
産
コ
ス

ト
が
高
く
、
安
い
輸
入
農
畜
産

物
と
の
価
格
差
は
生
産
者
の
努

力
だ
け
で
は
埋
め
ら
れ
ま
せ

ん
。

　
現
在
、
日
本
の
 食
 料
自
給
率

⑦

は
　
％
と
、
主
な
先
進
国
の
中

３９
で
最
低
水
準
と
な
っ
て
お
り
、

食
料
の
約
６
割
を
輸
入
し
て
い

る
状
況
で
す
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加

し
、
何
も
対
策
を
講
じ
な
か
っ

た
場
合
、
日
本
の
食
料
自
給
率

は
　
％
に
低
下
し
、
食
料
の
約

１３
９
割
が
輸
入
品
に
変
わ
る
と
言

わ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
政
府

は
国
内
の
農
業
生
産
額
は
、
年

間
３
兆
円
減
少
す
る
と
試
算
し

て
い
ま
す
。

日
本
の
デ
フ
レ
が
進
む

　　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
、
輸

入
品
と
の
価
格
競
争
で
国
産
商

品
の
価
格
を
抑
え
な
い
と
い
け

な
く
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、

物
価
が
下
落
し
、 デ
 フ
レ
が
進

⑧

む
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

新
ひ
だ
か
町
へ
の

影
響
は
？

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
場
合
、

町
の
基
幹
産
業
で
あ
る
農
林
水

産
業
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
ま

す
。

　
中
で
も
、
関
税
撤
廃
に
よ
る

安
価
な
輸
入
品
と
の
価
格
競
争

で
、
大
き
な
損
失
額
が
試
算
さ

れ
て
い
る
「
農
業
」
に
つ
い
て

は
、
離
農
や
廃
業
等
に
追
い
込

ま
れ
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
、

大
き
な
影
響
が
あ
る
と
予
想
さ

れ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
の
暮
ら
し
は

ど
う
な
る
？

【
食
の
安
全
・
安
心
】

　
食
品
の
安
全
基
準
の
緩
和
や

検
査
方
法
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
で

は
協
議
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、

現
在
、
日
本
で
流
通
す
る
食
品

の
安
全
基
準
や
検
査
方
法
は
、

⑥ＧＤＰ（国内総生産）　日本国内で、

１年間に新しく生み出された生産物や

サービスの金額の総和のこと。その国の

経済力の目安に用いられる。

⑦食料自給率　国内で消費される食料

のうち、どの程度が国内産でまかなわれ

ているかを表す指標のこと。

⑧デフレ（デフレーション）　物やサー

ビスの値段が下がっていくこと。物や

サービスが売れなくなることが原因。

ＴＰＰ　私たちの暮らしはどう変わる

５

日
本
人
の
食
習
慣
や
体
質
、
価

値
観
な
ど
に
基
づ
い
て
、
日
本

で
決
め
た
も
の
で
す
。

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
、
こ

れ
ら
の
基
準
や
方
法
が
ほ
か
の

国
と
統
一
さ
れ
る
た
め
、
残
留

農
薬
の
規
制
緩
和
や
遺
伝
子
組

み
換
え
食
品
の
輸
入
拡
大
、
表

示
ル
ー
ル
の
緩
和
な
ど
、
食
の

安
全
と
安
心
が
脅
か
さ
れ
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。　

【
医
療
】

　
日
本
の
医
療
制
度
は
「
国
民

皆
保
険
」
と
い
う
、
全
国
民
が

公
的
保
険
に
加
入
し
、
等
し
い

医
療
を
受
け
ら
れ
る
と
い
う
特

徴
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
保
険

診
療
と
保
険
外
診
療
を
組
み
合

わ
せ
る
「
混
合
診
療
」
も
原
則

禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
方
、

ア
メ
リ
カ
の
医
療
は
民
間
保
険

に
入
る
の
が
基
本
で
、
所
得
の

低
い
人
は
高
度
な
医
療
を
受
け

ら
れ
な
い
と
い
う
特
徴
が
あ
り

ま
す
。

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
で
は
、
医
療
保

険
制
度
や
混
合
診
療
の
解
禁
に

つ
い
て
は
協
議
さ
れ
て
い
ま
せ

ん
が
、
仮
に
、
海
外
の
保
険
会

社
が
広
く
参
入
し
た
り
、
営
利

企
業
が
病
院
経
営
に
参
入
し
た

り
す
れ
ば
、
高
額
の
保
険
外
診

療
が
増
え
て
病
院
に
か
か
れ
な

い
患
者
が
生
ま
れ
、
不
採
算
の

病
院
が
増
え
て
地
域
か
ら
病
院

が
撤
退
し
、
地
域
医
療
が
崩
壊

す
る
懸
念
が
あ
り
ま
す
。

【
労
働
】　

　
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
、
人

の
移
動
な
ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
で

自
由
化
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、

海
外
か
ら
単
純
労
働
者
が
流
入

し
て
く
る
と
い
う
懸
念
が
あ
り

ま
す
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
で
は
単

純
労
働
者
の
移
動
は
協
議
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
、
低
賃
金
の
単
純
労

働
者
が
、
海
外
か
ら
大
量
に
流

入
し
た
場
合
、
低
賃
金
化
が
進

ん
だ
り
、
雇
用
機
会
の
減
少
に

つ
な
が
る
懸
念
が
あ
り
ま
す
。

煙軽種馬　　　　１頭あたり340万円　
煙牛　　　　　　１頭あたり38,250円～63,750円
煙花き　　　　　無税
煙米　　　　　　１㎏あたり341円（778％）
煙ミニトマト　　３％　　煙ホウレンソウ　３％
煙乳製品(バター)１㎏あたり29.8％＋985円（360％）

猿新ひだか町の生産物に係る関税率等の概況

煙さけ・ます　　3.5％
煙こんぶ　　　　15％
煙たこ　　　　　７％
煙いか　　　　　５％

煙かれい　　　　3.5％
煙すけとうたら　６％
煙うに　　　　　７％

【農畜産物等】

【水産物】

（ＷＴＯ協定後）

猿ＴＰＰ参加（関税撤廃の時）による当町への影響額の一部

【農畜産物】

【水産物】

損失額平成２３年度生産額生産減少率品目

1億8,718万8千円2億798万7千円90％米

2億9,548万2千円5億2,764万7千円56％牛乳

8億905万8千円10億7,874万4千円75％牛肉

12億9,172万8千円損失額合計

損失額平成２３年度生産額生産減少率品目

1億630万5千円2億4,954万3千円42.6％こんぶ

508万7千円949万1千円53.6％すけとうたら

4,397万8千円1億2,284万6千円35.8％いか

1億5,537万円損失額合計
注）２０１０年に公表された北海道水産林務部の試算を当町の生産額にあてはめた場合の損失額

注）２０１０年に公表された農林水産省の試算を当町の生産額にあてはめた場合の損失額
注）牛肉の生産額は子牛と肥育牛を合わせた額

ＴＰＰは、私たちの暮ら

しのさまざまな分野に関

わる重大な問題です。

私たち一人一人がＴＰＰ

を正しく理解し、関心を

持つことが大切です。



６

新ひだか町地域包括支援センター

　
地
域
包
括
支
援

　
セ
ン
タ
ー
っ
て
？

　「
新
ひ
だ
か
町
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
」
は
、
高
齢
者
福
祉
の
相
談

機
関
で
す
。
主
任
ケ
ア
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー
や
社
会
福
祉
士
、
保
健
師
な

ど
が
中
心
と
な
っ
て
、
高
齢
者
福
祉

に
関
す
る
さ
ま
ざ
な
の
事
業
や
相
談

な
ど
、
高
齢
者
へ
の
支
援
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　　
ど
ん
な
事
業
を

　
行
っ
て
い
る
の
？
　

　
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
で
は
次

の
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

煙
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座

　
認
知
症
に
関
す
る
基
礎
知
識
や
対

応
に
つ
い
て
、
担
当
者
が
出
向
い
て

講
座
を
行
い
ま
す
。
講
座
を
受
講
さ

れ
た
方
に
は
、
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー

の
証
で
あ
る
オ
レ
ン
ジ
リ
ン
グ
を
交

付
し
て
い
ま
す
。
ご
家
族
、
友
人
な

ど
少
数
の
グ
ル
ー
プ
で
も
開
催
で
き

ま
す
。

煙
ほ
の
ぼ
の
会

　
夫
や
妻
、
親
な
ど
身
近
な
人
が
認

知
症
で
、
同
じ
悩
み
を
抱
え
て
い
る

みみなさんなさんはは「新ひだか町地域包括支援センター「新ひだか町地域包括支援センター」」をご存知ですか？をご存知ですか？

地域包括支援センターでは、高齢者福祉に関するさまざまな事業や相談地域包括支援センターでは、高齢者福祉に関するさまざまな事業や相談、、

サービスの提供を行っていますサービスの提供を行っています。。

今月号では、地域包括支援センターの取り組みを紹介します今月号では、地域包括支援センターの取り組みを紹介します。。

家
族
の
方
が
、
語
り
合
う
た
め
の
集

い
を
月
１
回
開
催
し
て
い
ま
す
。

煙
若
返
り
大
作
戦
　

　
健
康
運
動
指
導
士
、
歯
科
衛
生
士
、

管
理
栄
養
士
に
よ
る
介
護
予
防
を
目

的
と
し
た
健
康
教
室
を
定
期
的
に
開

催
し
て
い
ま
す
。

煙
出
前
講
座

　
各
種
団
体
・
グ
ル
ー
プ
か
ら
の
依

頼
に
よ
っ
て
、
随
時
、
健
康
や
介
護

予
防
、
介
護
、
福
祉
に
関
す
る
出
前

講
座
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

　
利
用
で
き
る

　
サ
ー
ビ
ス
は
？

　
高
齢
者
が
利
用
で
き
る
福
祉
サ
ー

ビ
ス
を
紹
介
し
ま
す
。

煙
移
送
サ
ー
ビ
ス

　
お
お
む
ね
　
歳
以
上
の
方
で
、
車

65

椅
子
が
必
要
等
の
理
由
で
、
公
共
の

乗
り
物
が
利
用
で
き
な
い
方
を
医
療

機
関
ま
で
送
迎
し
ま
す
。

煙
訪
問
給
食
サ
ー
ビ
ス
事
業

　
お
お
む
ね
　
歳
以
上
の
一
人
暮
ら

65

し
の
方
、
又
は
高
齢
者
世
帯
の
方
で
、

食
事
の
支
度
が
困
難
な
方
へ
自
宅
に

夕
食
を
配
達
し
ま
す
。

住住住住住住みみみみみみ慣慣慣慣慣慣れれれれれれたたたたたた地地地地地地域域域域域域でででででで自自自自自自分分分分分分ららららららしししししし住み慣れた地域で自分らしくくくくくくく

充充充充充充実実実実実実ししししししたたたたたた生生生生生生活活活活活活ををををををササササササポポポポポポーーーーーー充実した生活をサポートトトトトトト

地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域包包包包包包包包包包括括括括括括括括括括支支支支支支支支支支援援援援援援援援援援セセセセセセセセセセンンンンンンンンンンタタタタタタタタタタ地域包括支援センターーーーーーーーーーー

７

新ひだか町地域包括支援センター

煙
緊
急
通
報
貸
与
事
業

　
お
お
む
ね
　
歳
以
上
の
一
人
暮
ら

65

し
の
方
、
又
は
障
が
い
を
抱
え
る
高

齢
者
世
帯
の
方
に
緊
急
通
報
装
置
を

貸
与
し
ま
す
。

煙
家
族
介
護
用
品
支
給
事
業

　
町
民
税
非
課
税
世
帯
に
属
す
る
要

介
護
４
又
は
５
に
相
当
す
る
高
齢
者

を
、
現
に
在
宅
で
介
護
し
て
い
る
家

族
に
対
し
て
、
紙
お
む
つ
等
の
購
入

に
利
用
で
き
る
給
付
券
を
交
付
し
ま

す
。

煙
成
年
後
見
制
度
利
用
支
援
事
業

　
生
活
保
護
世
帯
及
び
そ
れ
に
準
ず

る
世
帯
の
方
に
、
制
度
の
利
用
に
必

要
な
経
費
を
助
成
し
ま
す
。

煙
福
祉
人
材
育
成
支
援
事
業

　
介
護
福
祉
関
係
の
資
格
を
取
得
さ

れ
た
方
に
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助

成
し
ま
す
。

煙
介
護
マ
ー
ク
配
布
事
業

　「
介
護
し
て
い
る
こ
と
」
を
周
囲
の

方
に
知
っ
て
も
ら
う
た
め
に
、「
介
護

マ
ー
ク
」
を
配
布
し
ま
す
。

対　象　６５歳以上で介護保険の要介護・要支援の認定を受けて　
　　　　いない方であればどなたでも参加できます。　　　　

開催日　４月８日 (月) ・ ２２日 (月)　５月１３日 (月) ・ ２７日 (月)　
　　　　６月１２日 (水) ・ ２４日 (月)　７月８日 (月) ・ ２２日 (月)
　　　　８月５日 (月) ・ ２６日 (月)　９月９日 (月) ・ ２５日 (水)
　　　　１０月９日 (水) ・ ２３日 (水)　１１月５日 (火) ・ １８日 (月)　
　　　　１２月２日 (月) ・ １６日 (月)　１月１４日 (火) ・ ２７日 (月)　
　　　　２月１０日 (月) ・ ２７日 (木)　３月１０日 (月) ・ １９日 (水)　

内　容　筋力アップや脳活性化体操、口腔ケア、栄養に関する　
　　　　学習を取り入れ、介護予防に取り組む健康講座です。
　　　　運動などに自信のない方でも無理なく参加できます。
　　　　興味・関心のある方は、下記までお問い合せ下さい。

時　間　１０時００分～１２時００分

ところ　静内保健福祉センター

参加費　無料

定　員　３０名　※定員になり次第、締め切ります

申込み　毎回、申込みが必要です。
　　　　申込期日や内容は、毎月の広報誌でお知らせします。
　　　　なお、４月開催分に参加を希望される方は、４月５日晶
　　　　までに電話又は直接お申込み下さい。

問合せ・申込先　地域包括支援センターしずない　緯43-1111　
　　　　　　　  地域包括支援センターみついし　緯33-2911

煙身体の機能に不安がある

煙今の健康を維持したい

煙若返り大作戦に参加したい

煙要支援認定を受けたので介護予防サービスを利用したい

介護予防に関すること

煙財産管理に自信がなくなってきた

煙認知症などで悪質な訪問販売が心配

煙虐待にあっている人がいる

煙虐待をしてしまう心配がある

権利を守ること

煙介護保険や福祉サービスについて知りたい

煙近所の一人暮らしの高齢者が心配

さまざまな相談ごと

煙認知症サポーター養成講座

煙健康や介護予防に関する出前講座

煙介護や福祉に関する出前講座

暮らしやすい地域のために

あなたのお役に立ちます。

高齢者福祉のこと、

お気軽にご相談下さい。

しずない　（静内保健福祉センター内）

緯：43-1111　住所：静内緑町４丁目５番１号

新新新新新新ひひひひひひだだだだだだかかかかかか町町町町町町地地地地地地域域域域域域包包包包包包括括括括括括支支支支支支援援援援援援セセセセセセンンンンンンタタタタタタ新ひだか町地域包括支援センターーーーーーー

みついし（デイサービスセンターみついし内）

緯：33-2911　住所：三石旭町５０番地の１

若 返 り 大 作若 返 り 大 作 戦戦高齢者向け

健康教室



平成23年度決算報告

８

決
　
平
成
　
年
度
の
歳
入
（
家
計
で
い
う

２３

と
こ
ろ
の
「
収
入
」）
は
、
景
気
の
回
復

が
進
ま
ず
、
税
収
及
び
地
方
交
付
税
の

減
少
も
あ
っ
て
、
一
般
会
計
で
前
年
度

か
ら
１
．
４
％
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
そ
れ
に
伴
い
、
歳
出
（
家
計
で
い
う

と
こ
ろ
の
「
支
出
」）
も
、
一
般
会
計
で

前
年
度
か
ら
０
．
３
％
減
と
な
り
ま
し

た
。

　
今
後
も
無
駄
を
 省
 い
た
、
効
率
的
で

は
ぶ

効
果
的
な
町
政
の
運
営
に
努
め
て
ま
い

り
ま
す
の
で
、
町
財
政
へ
の
ご
理
解
と

ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

１５７億７,７５７万円一般会一般会計計

２２５億１,６０２万５,４８９円
２２３億　７２４万　８８５円

一般会計・特別会計を合わせて

歳出合計

平成23年度 算 報 告

歳入～歳入 ～ １１人あたり人あたり １１１１万４０６万４０６円円

歳出～歳出 ～ １１人あたり人あたり ８８８８万７,５６万７,５６８８円円

（町税の負担額）

町有財産等の状町有財産等の状況況

１

２

３

４

５

６

土 土地地

建 建物物

山 山林林

 有価証券及び出有価証券及び出資資金金

債 債権権

基 基金金

 １１１５,０１０,１１１５,０１０,１１００．３５．３５㎡㎡（（前年比前年比 ＋　＋ １５,２３５．７    １５,２３５．７５５㎡）㎡）

３１５,８８６．７８       ３１５,８８６．７８㎡㎡（（前年比前年比 － ２５２．０３㎡）　－ 　　２５２．０３㎡）

９   ９７７,２５３,８００．００,２５３,８００．００㎡㎡（（前年比前年比　－－ 1,１２８,０９７．６1,１２８,０９７．６００㎡㎡））

     　　８,３５６万８,３５６万円円 （（前年比前年比 ＋　＋ ６　   　 ６万万円円））

     １億７,７３３万１億７,７３３万円円 （（前年比前年比 ＋ ３,３８４　＋　　３,３８４万万円円））

４     ４００億３,３３０万億３,３３０万円円 （（前年比前年比　＋６＋６億５,６４３万億５,６４３万円円））

人口 ～２５,１３人口　 ～ ２５,１３３３人人

世帯数～世帯数 ～ １１２,１９０２,１９０世帯世帯
（平成２４年３月３１日現在）

（表中の「％」は構成比）

前年比
１．４％減（ ）

（平成２４年３月３１日現在）

歳入総額

歳入合計

になりました。

　繋 地方交付税（４２．５％）

６７億  ４５８万円

　罫 町税　　　（１７．６％）

２７億７,４８４万円

　茎 町債　　　（１０．５％）

１６億５,８６９万円

　荊 国庫支出金 （８．９％）

１４億　９３７万円

　蛍 道支出金　（５．４％）

８億４,８９４万円

　計 使用料及び手数料（３．０％）

４億７,１５２万円

　詣 諸収入　　（３．５％）

５億４,７７４万円

　警 繰越金　　（２．７％）

４億３,３３９万円

　軽 地方消費税交付金（１．７％）

２億６,２５１万円

　頚 その他　　（４．２％）

６億６,５９９万円

固定資産税　　１３億６，２５０万円 （前年比　－  ２．７％） 

町　民　税　　１０億４，３５３千円 （前年比　－  １．２％）  

た ば こ 税　　２億５，３３１千円 （前年比　＋ １４．２％） 

都市計画税　　　　７，３２８万円 （前年比　－  １．８％） 

軽自動車税　　　　４，１１０万円 （前年比　＋  ２．０％） 

入　湯　税　　　　　１１２万円 （前年比　－ ８３．６％） 

内 訳

臨時財政対策債　　６億１，５４０万円

土　木　債　　３億６，３４０万円 

消　防　債　　２億３，８８０万円 

教　育　債　　１億８，４７９万円

総　務　債　　１億３，７９０万円

保健衛生債　　　　４，２００万円

農林水産業債　　　　４，１５０万円

民　生　債　　　　１，６７０万円 

災害復旧債　　　　１，０００万円

商　工　債　　　　　８２０万円

内 訳

 ～ １人あたり　約 ８４万円

平成２３年度末借入残額

　　　　  ２１２億９，９２７万円

１５５億２,０９７万円一般会一般会計計
前年比
０．３％減（ ）

平成２３年度決算報告

９

特別会特別会計計

あ
わ
せ
て
経
理
さ
れ
て
し
ま
い

ま
す
。
ま
た
、
国
保
の
医
療
費
も

ほ
か
の
行
政
経
費
と
一
緒
に
経

理
さ
れ
て
し
ま
う
の
で
、「
受
益

と
負
担
の
関
係
」
が
わ
か
り
づ
ら

く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
特
別
会
計
は
、
国
な
ど
の
補
助

金
、
税
金
や
使
用
料
の
ほ
か
、
一

般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
な
ど
に

よ
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
町
で
は
右
の
表
の
と
お
り
６

つ
の
特
別
会
計
を
設
け
て
い
ま

す
。
　
こ
れ
は
、
一
般
会
計
と
区
分
し

て
経
理
を
行
う
こ
と
で
、
事
業
そ

の
も
の
の
「
受
益
と
負
担
の
関

係
」
を
シ
ン
プ
ル
で
わ
か
り
や
す

く
す
る
た
め
で
す
。

　
例
え
ば
『
国
民
健
康
保
険
』
で

は
、
一
般
会
計
と
同
一
に
す
る
と

国
保
税
収
入
も
ほ
か
の
税
収
と

歳出総額

歳出 ▼▼ 歳入

（※ 左表中の「％」は構成比）

 

 

国民健康保険

休養施設等

三石簡易水道

下水道事業

介護サービス事業

合　　計６７億３,８４６万円
（前年比　＋　６．４％）

３４億６,６６４万円
（前年比　＋　７．７％）

　　9,３７７万円
（前年比　+   ３７．１％）

　２億  ５８７万円
（前年比　＋  １０．９％）

１３億３,０７０万円
（前年比   ＋   ０．７％）

１３億７,０８１万円
（前年比　＋　０．９％）

３５億６,０７０万円
（前年比  ＋  １．３％）

　　９,３７３万円
（前年比  ＋ ３９．０％）

２億  ３４９万円
（前年比  ＋１０．6％）

１３億２,２５９万円
（前年比  ＋１０．６％）

１３億３,５４８万円
（前年比  ＋ ０．４％）

６７億８,６２７万円
（前年比  +  ３．３％）

後期高齢者２億７,０６７万円
（前年比   ＋    １．５％）

２億７,０２８万円
（前年比  ＋  １．４％）

社会福祉の推進　　１５億　４３６万円

老人福祉の推進　　１０億７，８２３万円　

児童福祉の推進　　９億７，８２４万円　 

医療給付の充実　　１億１，５２４万円　  在宅介護の推進　　　   ４，８０９万円

環境衛生の充実　　１０億８，３７８万円　  保健活動の充実　　１億２，０１９万円
保健衛生の推進　　７億３，３７４万円

都市計画の整備　　６億２，１３４万円　  道路・橋・河川等の整備　　４億５，４５４万円

公営住宅の整備　　４億５，９４３万円

まちづくりの推進　　　　９，３０２万円　  生活安全の推進　　　　１，１７６万円

小・中学校教育の振興　　３億９，０５６万円　  保健体育の振興　　２億７，０４８万円

社会教育の振興　　２億７，０８３万円　  学校給食の充実　　２億　５０９万円

農業の振興　　６億１，８１２万円　  水産業の振興　　　　８，１４４万円
林業の振興　　２億１，１１８万円

商工業の振興　　２億３，５３９万円　  観光の振興　　１億　５０１万円
経済対策事業　　１億６，１２３万円

災害対策の充実　　　　６，６９８万円　  労働者対策　　　　９，２０２万円 

主な
使いみち

　繋 民生費　　（２４．２％）

３７億５,３７９万円

　罫 公債費　　（１６．６％）

２５億７,９５４万円

　茎 衛生費　　（１２．５％）

１９億３,７７１万円

　荊 土木費　　（９．９％）

１５億３,５３１万円

　蛍 総務費　　（９．2％）

１４億２,３３４万円

　計 教育費　　（８．７％）

１３億４,８０４万円

　詣 農林水産業費（５．９％）

９億１,０７４万円

　警 商工費（３．２％）

５億   １６３万円

　軽 その他　　（９．８％）

１５億２,７２７万円

（表中の「％」は構成比）


